千葉市建設業者の合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する要領
（趣旨）

第１条　この要領は、本市内の建設業者の経営基盤の強化や技術力の向上を促進し、その育成を図るため、本市の競争入札参加資格から支援することの必要性を考慮して、建設工事の競争入札参加資格を有する者が合併（全ての建設業についての営業譲渡を含む。以下「合併等」という。）を行った場合における特例措置について必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２条　この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）合併等会社　合併により新たに設立された会社及び合併した後に存続する一方の会社並びに全ての建設業について営業譲渡した場合の譲受会社
（２）市内業者　本市内に本店を有する者
（３）審査基準日　この要領に定める特例措置を申請した日
（特例措置）

第３条　市長は、合併等会社に対して、次に掲げる特例措置を適用することができる。
（１）再審査措置　合併等会社の競争入札参加資格を審査基準日付で再審査する措置

（２）参加機会確保措置　複数の当該合併等を行った会社が等級格付のある同一業種の競争入札参加資格を有する場合、合併等会社が再審査措置で得る当該業種の等級格付とその直近下位の等級格付の一般競争入札に参加できる措置

（特例措置の対象）

第４条　特例措置の対象となるものは、次の各号に掲げる全てを満たすものとする。

（１）合併等会社及び全ての当該合併等を行った会社が、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定による建設業の許可を受けていること。

（２）合併等会社及び全ての当該合併等を行った会社が、市内業者であること。
（３）全ての当該合併等を行った会社が、市内業者として、審査基準日を除く過去３か年度の本市の建設工事の競争入札参加資格を有していること。
（４）当該合併等を行った日が、平成２２年４月１日以降であること。

（５）審査基準日が、当該合併等を行った日から、１年以内であること。

（特例措置の申請）

第５条　合併等会社は、合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する申請書（様式第１号）により、特例措置を申請することができる。

２　合併等会社は、特例措置のうち、どちらか一方のみを選択して申請することはできない。また、前項の申請書の取下げをすることはできない。
（特例措置の適用）

第６条　市長は、前条第１項の申請書の提出があった場合は、合併等会社の再審査措置を行うものとする。

２　市長は、前項の再審査措置の結果を、速やかに、合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する結果通知書（様式第２号）により、合併等会社に対して通知するものとする。
３　参加機会確保措置は、前項の通知書を通知した年度に有効な競争入札参加資格者名簿及びその次期の競争入札参加資格者名簿の有効期間内のみ適用し、財政局資産経営部契約課で発注する建設工事のみ適用するものとする。

４　合併等会社は、前条第１項の申請書が受理された日から第２項の通知書が通知されるまでの間は、合併等会社の当該申請前の等級格付のみが適用されるものとする。
（参加機会確保措置の適用除外）

第７条　市長は、合併等会社が第５条第１項の申請書の提出のあった日から前条第３項に定める参加機会確保措置の適用される期間内に次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、合併等会社に対する参加機会確保措置の適用を除外するものとする。

（１）合併等会社が市内業者でなくなった場合

（２）合併等会社が千葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領に基づく指名停止措置等を受けた場合

（３）合併等会社が事業譲渡又は新設分割若しくは吸収分割等により、建設業の事業又は事業に関して有する権利義務に関し、その一部又は全部を譲渡若しくは分割した場合

（４）その他、市長が参加機会確保措置の適用が不適当と判断した場合

２　市長は、前項の規定により、参加機会確保措置の適用を除外する場合は、速やかに、合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する適用除外通知書（様式第３号）により、合併等会社に対して通知するものとする。

（公表）

第８条　市長は、本特例措置の適用される合併等会社及び当該合併等を行った会社並びに当該合併等会社の参加機会確保措置の内容を公表するものとする。
附　則
この要領は、平成２２年４月１日から施行する。
附　則
この要領は、平成２３年４月１８日から施行する。
附　則
この要領は、平成２４年４月１日から施行する。
　附　則

この要領は、令和元年５月１日から施行する。
様式第１号
合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する申請書
　　年　　月　　日
（あて先）千葉市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　　年　　月　　日付で合併等を行いましたので、千葉市建設業者の合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する要領第５条の規定に基づき、下記のとおり、添付書類とともに、再審査措置及び参加機会確保措置を申請します。
記

１　合併等後の会社

（１）商号又は名称

（２）代表者職氏名

（３）所在地又は住所

（４）建設業許可番号

（５）登録業種

２　合併等前の会社
Ⅰ（１）商号又は名称

（２）代表者職氏名

（３）商号又は名称

（４）建設業許可番号

（５）登録業種

Ⅱ（１）商号又は名称

（３）代表者職氏名

（４）商号又は名称

（５）建設業許可番号

（６）登録業種

様式第２号

　　年　　月　　日
　所在地又は住所
　商号又は名称
　代表者職氏名
千葉市長　　　　　　　　
合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する結果通知書
　　年　　月　　日付で申請のあった千葉市建設業者の合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する要領第３条第２号の規定に基づく参加機会確保措置について、下記の結果となりましたので、通知します。
なお、当該措置は、千葉市財政局資産経営部契約課で発注する一般競争入札のみ適用となります。

記

	登録業種
	格　付
	参加機会確保措置

適用の有無
	参加機会確保措置

適用後の格付

	
	
	
	

	
	
	
	


※　上記の参加機会確保措置の有効期限は　　　　・　　年度千葉市入札参

加資格者名簿までとします。

ただし、千葉市建設業者の合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置

に関する要領第７条第１項の規定に該当した場合は、上記の参加機会確保

措置の適用を除外します。

様式第３号

　　年　　月　　日
　所在地又は住所
　商号又は名称
　代表者職氏名
千葉市長　　　　　　　　
合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する適用除外通知書
　　年　　月　　日付で申請のあった千葉市建設業者の合併等に伴う入札参加機会確保等の特例措置に関する要領第３条第２号の規定に基づく参加機会確保措置について、下記の理由により適用を除外しますので、通知します。
記

　適用を除外する理由
